
 
 

様式 II 

 

表紙（見本） 

 

対象国 

 

提案事業名 

 

2023 年度 草の根技術協力事業（●●●型） 

【外国人材受入・活躍支援枠 ※該当しない場合は削除】 

 

事業提案書 

 

2023 年●月提出 

 

提案法人名（法人番号） 

※共同事業体の場合は全法人名と法人番号を記載してください 

※地域活性型で指定団体がある場合は指定団体名も記載してください 

 



 
 

目 次 
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注）表紙・目次・略語表・様式を除き、 

草の根協力支援型は本文 15ページ以内 

草の根パートナー型、地域活性型は本文 20ページ以内 

で作成してください。 

注）全ページ下中央に

ページ番号を振り、各

項目のページ番号を

目次に記載ください。 

事業提案書（本文）の合計ページ数：●●枚 

 

（１）の３)４）5 は地域

活性型のみ記載してく

ださい。 



 
 

 

略語表 

記入例）JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

記入例）MOFA Ministry of Foreign Affairs 外務省 

   

   

   

   

   

   

 

※事業提案書の中に記載されている組織名・団体名等の略称について、記入例を参考に記載ください。 

※アルファベット順に記載をお願いいたします。 

※適宜行を増減してお使いください。 

  



 
 

 

応募書類 様式 

 

事業提案書に関連する様式    

様式 II    事業提案書 表紙・目次・略語表・本文 

様式 II - ア    事業提案書要約（和文）      ⇒別掲載 

  様式 II - イ    国内外における同一・類似分野での活動経験 (記入例あり) ⇒別掲載 

  様式 II - ウ    事業の実施スケジュール (記入例あり)     ⇒別掲載 

  様式 II - エ    業務従事者配置計画 (記入例あり)      ⇒別掲載 

  様式 II - オ    プロジェクトマネージャー及び業務従事者の経歴書 (記入例あり) 

様式Ⅲ    事業対象地域の地図 

様式Ⅳ    医療行為を伴う事業提案 補足情報（医療行為を伴う案件の提案時のみ） 

 

経費積算に関連する様式  

草の根技術協力事業に係る経理ガイドライン(2021 年 8 月改訂） 

   https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/kusanone/kusanone_keiri.html 

 

  

https://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/kusanone/kusanone_keiri.html


 
 

様式 II－オ 

プロジェクトマネージャー及び業務従事者の経歴書 

 

氏名  

 

ローマ字  

申請時の年齢     歳 健康状態  

 

所属先 名称  

所在地  

所属部署  役職名  

提案案件内容に

関連する取得資

格・所属学会・

免許等 

年 月  

語学力＊ 語 A・B・C （資格） A：ビジネスレベル（上級） 

B：中級 

C：日常会話程度 

語 A・B・C  

語 A・B・C  

専門分野（業

績・研究歴等を

含め具体的に記

入） 

 

学歴 年 月 卒業・修了・中退 

  

国際協力活動歴 年 月 期間 主な活動内容（対象国） 

   

*A：英検準１級、TOEIC760 点以上に相当、B：英検２級、TOEIC510～760 点程度、 C：英検３級、TOEIC400～500点程度を

目安とします。 

注 1：A4 サイズ 1 枚程度でまとめてください。 

注 2：本経歴書は、ご提案いただいた案件を実施・運営する経験や能力を有しているかを検討し、また 

卒後年数を確認する目的で利用いたします。それ以外の目的では一切利用いたしません。 

この利用目的にご同意いただいた上で経歴書をご提出ください。 

 

  



 
 

様式 II－オ（記入例） 

プロジェクトマネージャー及び業務従事者の経歴書 

 

氏名 大草 百合子 ローマ字 OHKUSA Yuriko 

申請時の年齢 45 歳 健康状態 良好 

 

所属先 名称 特定非営利活動法人グラスルーツ国際協力の会 

所在地 東京都渋谷区渋谷 2-1-1 

所属部署 海外事業部 役職名 プロジェクトリーダー 

提案案件内容に

関連する取得資

格・所属学会・

免許等 

年 

2002 

2006 

2007 

月 

4 

12 

10 

 

日本アフリカ学会所属 

ＰＣＭ手法計画立案コース修了 

ＰＣＭ手法モニタリング・評価コース修了 

語学力＊ 英語 A・B・C （資格） A：ビジネスレベル（上級） 

B：中級 

C：日常会話程度 

仏語 A・B・C  

ベトナム語 A・B・C  

専門分野（業

績・研究歴等を

含め具体的に記

入） 

国際関係論、住民参加型村落開発 

広告の企画、編集、営業 

学歴 年 月 卒業・修了・中退 

2000 年 3 月 ○○大学国際関係学部卒業 

国際協力活動歴 年 月 期間 活動内容（対象国） 

2000 年 6 月 

2003 年 4 月 

2005 年 9 月 

 

 

2007 年 4 月 

 

2010 年 3 月 

現在に至る  

2 年 4 ヶ月 

4 ヶ月 

7 ヶ月 

 

 

1 年 11 ヶ月 

□□財団にて広報を担当（日本国内） 

グラスルーツ国際協力の会で広報を担当（日本国内） 

グラスルーツ国際協力の会の「貧困層のための食糧増産及び

収入向上プロジェクト」において、業務調整を担当（A 国） 

グラスルーツ国際協力の会の「住民参加型農村開発プロジェ

クト」において、プログラム管理を担当（B 国） 

グラスルーツ国際協力の会で代表を務める（主に日本国内） 

*A：英検準１級、TOEIC760 点以上に相当、B：英検２級、TOEIC510～760 点程度、 C：英検３級、TOEIC400～500点程度を

目安とします。 

注 1：A4 サイズ 1 枚程度でまとめてください。 

注 2：本経歴書は、ご提案いただいた案件を実施・運営する経験や能力を有しているかを検討し、また 

卒後年数を確認する目的で利用いたします。それ以外の目的では一切利用いたしません。 

この利用目的にご同意いただいた上で経歴書をご提出ください。 

  



 
 

様式Ⅲ 

事業対象地域の地図 

事業対象地が特定でき、かつ、文字が判読できる画質の地図を以下の枠内に、添付してください。 

 

  



 
 

様式Ⅳ（提案内容に医療行為を含む場合のみご提出ください） 

医療行為を伴う事業提案 補足情報 

 

提案団体名：                            

提案事業名：                            

※記入枠の大きさは文章量に合わせてご変更ください。 

① 提案事業における医療行為の内容とその必要性 

 

 

② 事業実施国の法律（医療資格、医療の範囲等） 

 

 

③ 医療事故関連訴訟の判例の有無とその内容 

 

 

④ 事業実施国の保健医療事情および実施体制 

（技術移転の対象となる特定の医療技術のみならず、患者の安全確保に必要な医療施設での管理体制、チーム医療

体制、保健医療従事者の能力等） 

 

 

⑤ 提案団体の医療行為の実施体制 

（医療行為実施者の免許・実積・語学力、組織としてのバックアップ体制等） 

 

 

⑥ 提案内容における医療事故のリスク、及び医療事故等の防止に向けた対策 

 

 

 

 


